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2.16.2 増設多核種除去設備 

2.16.2.1 基本設計 

2.16.2.1.1 設置の目的 

 増設多核種除去設備は，『2.5 汚染水処理設備等』で処理した液体状の放射性物質の処理

を早期に完了させる目的から設置するものとし，汚染水処理設備の処理済水に含まれる放

射性核種（トリチウムを除く）を『東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の

保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告示』に定める周辺監視区域

外の水中の濃度限度（以下，「告示濃度限度」という。）を下回る濃度まで低減する。 

 なお，増設多核種除去設備の性能を確認する試験（以下，「確認試験」という。）におい

て，増設多核種除去設備が上記性能を有する設備であることについて確認した。 

 

2.16.2.1.2 要求される機能 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.2「要求される機能」』に同じ。 

 

2.16.2.1.3 設計方針 

『2.16.1 多核種除去設備 2.16.1.1.3「設計方針」』に同じ。 

 

2.16.2.1.4 供用期間中に確認する項目 

増設多核種除去設備処理済水に含まれる除去対象の放射性核種濃度（トリチウムを除く）

が告示濃度限度未満であること。 

 

2.16.2.1.5 主要な機器 

増設多核種除去設備は，３系列から構成し，各系列は前処理設備と多核種除去装置で構

成する。さらに共通設備として，前処理設備及び多核種除去装置へ薬品を供給する薬品供

給設備，処理済水のサンプリング,多核種処理水タンクへ移送する多核種移送設備，放射性

物質を吸着した吸着材等を収容して貯蔵する高性能容器，増設多核種除去設備の運転監視

を行う監視・制御装置，電源を供給する電源設備等で構成する。また，装置の処理能力を

確認するための試料採取が可能な構成とする。 

増設多核種除去設備の除去対象とする核種は，『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－６』

と同じとする。 

 増設多核種除去設備の主要な機器は，免震重要棟集中監視室またはシールド中央制御室

の監視・制御装置により遠隔操作及び運転状況の監視を行う。更に，特に重要な運転操作

についてはダブルアクションを要する等の設計とする。また，増設多核種除去設備の設置

エリアには，エリア放射線モニタを設置し，放射線レベルを監視する。 

増設多核種除去設備で処理された水は，処理済水貯留用のタンクで貯留する。 
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(1) 前処理設備 

前処理設備は，多核種除去装置での吸着材によるストロンチウムの除去を阻害するマグ

ネシウム，カルシウム等の２価の金属を炭酸塩沈殿処理により除去することを目的とし，

炭酸ソーダと苛性ソーダを添加する。 

炭酸塩沈殿処理による生成物は，クロスフローフィルタまたは沈殿槽により濃縮し，高

性能容器に排出する。 

 

(2) 多核種除去装置 

多核種除去装置は，１系列あたり１８塔の吸着塔で構成する。 

多核種除去装置は，除去対象核種に応じて吸着塔に収容する吸着材の種類が異なってお

り，処理対象水に含まれるコロイド状及びイオン状の放射性物質を分離・吸着処理する機

能を有する。吸着塔に収容する吸着材の構成は，処理対象水の性状に応じて変更する。ま

た，吸着材は，所定の容量を通水した後，高性能容器へ排出する。 

なお，吸着塔は２塔分の増設が可能である。 

 

(3) 高性能容器（HIC；High Integrity Container） 

高性能容器は，使用済みの吸着材，沈殿処理生成物を収容するもので, 『2.16.1 多核

種除去設備』で使用する高性能容器と同じである。高性能容器の仕様及び健全性評価等を

『2.16.1 多核種除去設備 添付資料－５』に示す。 

使用済みの吸着材は，収容効率を高めるために脱水装置（SEDS；Self-Engaging 

Dewatering System）により脱水処理される。脱水した水は増設多核種除去設備の系統内

に移送する。 

沈殿処理生成物の高性能容器への移送は自動制御で行い，使用済みの吸着材の移送は現

場で状況を確認しながら手動操作によって行う。高性能容器への収容量は，水位センサに

て監視する。 

沈殿処理生成物及び使用済みの吸着材を収容した高性能容器は，使用済セシウム吸着塔

一時保管施設で貯蔵する。 

また，高性能容器は，取扱い時の落下による漏えいを防止するため，補強体等を取り付

ける。 

 

(4) 薬品供給設備 

薬品供給設備は，各添加薬液に対してそれぞれタンクを有し，沈殿処理や pH調整のた

め，ポンプにより薬品を前処理設備や多核種除去装置へ供給する。添加する薬品は，苛

性ソーダ，炭酸ソーダ，塩酸とするが，何れも不燃性であり，装置内での反応熱，反応

ガスも有意には発生しない。なお，炭酸ソーダについては，増設多核種除去設備の処理

済み水に粉体を溶解させ生成することも可能な設計とする。 
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(5) 多核種移送設備 

多核種移送設備は，増設多核種除去設備で処理された水を採取し，分析後の水を処理済

水貯留用のタンクに移送するための設備で，サンプルタンク，増設多核種除去設備用移送

ポンプおよび移送配管等で構成する。なお，増設多核種除去設備で処理された水は，サン

プルタンクをバイパスして処理済水貯留用のタンクに移送することも可能な構成となっ

ている。 

また，サンプルタンクは，『2.16.1 多核種除去設備』で処理された水を受け入れるこ

とも可能な構成とする。 

 

(6) 電源設備 

電源は，異なる２系統の所内高圧母線から受電できる構成とする。なお，電源が喪失

した場合でも，設備からの外部への漏えいは発生することはない。 

 

(7) 橋形クレーン 

高性能容器を取り扱うための橋形クレーンを設ける。 

 

(8) 増設多核種除去設備基礎 

  増設多核種除去設備基礎は，平面が約６１ｍ（南北方向）×約８１ｍ（東西方向），厚

さ約０．３ｍの鉄筋コンクリート造で，段丘堆積層に直接支持されている。 

なお，上屋は，地上高さが約１６ｍの鉄骨造で，構造上，基礎から独立した構造とな

っている。 

 

2.16.2.1.6 自然災害対策等 

(1) 津波 

増設多核種除去設備は，アウターライズ津波が到達しないと考えられる T.P.約 28m以上

の場所に設置する。 

 

(2)  台風 

台風による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令に基づく風荷重に対し

て設計する。 

 

(3)  積雪 

積雪による設備の損傷を防止するため，建屋は建築基準法施行令および福島県建築基準

法施行規則細則に基づく積雪荷重に対して設計する。 
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(4)  落雷 

 接地網を設け，落雷による損傷を防止する。 

 

(5)  竜巻 

竜巻の発生の可能性が予見される場合は，設備の停止・隔離弁の閉止操作等を行い，汚

染水の漏えい防止及び漏えい水の拡大防止を図る。 

 

(6) 火災 

火災発生を防止するため，実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。また，

火災検知性を向上させるため，消防法基準に準拠した火災検出設備を設置するとともに，

初期消火のために近傍に消火器を設置する。さらに，避難時における誘導用のために誘導

灯を設置する。 

 

2.16.2.1.7 構造強度及び耐震性 

(1)構造強度 

増設多核種除去設備を構成する主要な機器は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則（平成２５年６月２８日原子力規制委員会規則第６号）」において，

廃棄物処理設備に相当すると位置付けられる。これに対する適用規格は，「JSME S NC-1 

発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（以下，「設計・建設規格」という。）で規定さ

れ，機器区分クラス３の規定を適用することを基本とする。設計・建設規格の適用が困難

な機器については，設計・建設規格適用品と同等の構造強度を有することを基本とする。

溶接部については,「JSME S NB-1 発電用原子力設備規格 溶接規格」（以下，「溶接規格」

という。) の規定を適用することを基本とし，一部の国内製作機器については，JISや高

圧ガス保安協会基準等に準拠する。また，一部の海外製作機器については，「欧州統一規

格（European Norm）」（以下，「EN規格」という。），CODAP(仏国圧力容器規格)等に準拠す

る。また，JSME規格で規定される材料の日本産業規格(JIS)年度指定は，技術的妥当性の

範囲において材料調達性の観点から考慮しない場合もある。 

なお，クラス３機器に該当しないその他の機器は，JIS等規格適合品を用いることとし，

ポリエチレン管は，JWWAまたは ISO規格に準拠する。 

また，原子力発電所での使用実績がない材料を使用する場合は，他産業での使用実績等

を活用しつつ，必要に応じて試験等を行うことで，経年劣化等の影響についての評価を行

う。 

 

(2) 耐震性 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021年 9月 8

日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地
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震によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動

への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等におけ

る耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられ

る設計用地震力に耐えられる設計とする。 

ただし，2021年 9月 8日以前に認可された機器については，「発電用原子炉施設に関す

る耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601 原子力発電所耐震設計技術規程」等に準拠

する。要求される地震力に対して耐震性を確保できない場合は，その影響について評価を

行う。 

 

2.16.2.1.8 機器の故障への対応 

(1) 機器の単一故障 

増設多核種除去設備は，３つの処理系列を有し，電源についても多重化している。その

ため，動的機器，電源系統の単一故障が発生した場合においても，その他の処理系列の運

転による処理が可能である。 

 

(2) 高性能容器の落下 

万一の高性能容器からの漏えい時の対応として，回収作業に必要な吸引車等を配備し，

吸引車を操作するために必要な要員を確保する。また，漏えい回収訓練及び吸引車の点

検を定期的に行う。 
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2.16.2.2  基本仕様 

2.16.2.2.1 系統仕様 

(1) 増設多核種除去設備 

処理方式 沈殿方式＋吸着材方式 

処理容量・処理系列 250m3/日 /系列×3系列 ※ 

 

 

2.16.2.2.2 機器仕様 

(1) 容器  

ａ．処理水受入タンク 

名    称 処理水受入タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 25 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

 胴 板 厚 さ mm 9 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 9 

 高     さ mm 4740 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 

ｂ．共沈タンク 

名    称 共沈タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

 胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

 高     さ mm 4257 

材

料

料 胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 1（1系列あたり） 

※ 構内に貯留している RO 濃縮塩水を早期に処理するため，運用上可能な 

範囲（最大で 1.1 倍程度）において処理量を増加して運転する。 
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ｃ．供給タンク 

名    称 供給タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 5 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

 胴  内  径 mm 1750 

胴 板 厚 さ mm 6 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3837 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SS400・内面ゴムライニング 

個 数 個 1（1系列あたり） 

 

ｄ．吸着塔入口バッファタンク 

名    称 吸着塔入口バッファタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 6 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2000 

胴 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 20 

高     さ mm 2826 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 1（1系列あたり） 
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ｅ．多核種吸着塔１～１８ 

名    称 多核種吸着塔１～５ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1054 

胴 板 厚 さ mm 18 

上部・下部鏡板厚さ mm 20 

 高     さ mm 2550 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡 板 － SUS316L 

個      数 個 5（1系列あたり） 

 

名    称 多核種吸着塔６～１４ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1050 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 16 

 下 部 鏡 板 厚 さ mm 16 

高     さ mm 2553 

材 

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 9（1系列あたり） 
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名    称 多核種吸着塔１５～１８ 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2.4 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.37 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1350 

胴 板 厚 さ mm 16 

さら形ふた板厚さ mm 19 

下 部 鏡 板 厚 さ mm 19 

高      さ mm 3011 

材

料 

胴 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

さ ら 形 ふ た 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

下 部 鏡 板 － SM490A・内面ゴムライニング 

個      数 個 4（1系列あたり） 

 

f．移送タンク 

名    称 移送タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 27 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 4131 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 2 
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ｇ．サンプルタンク（増設多核種除去設備用処理済水一時貯留タンク） 

名    称 サンプルタンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 1235 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

主

要

寸

法 

胴 内 径 mm 11000 

胴 板 厚 さ mm 12 

底 板 厚 さ mm 12 

高 さ mm 13000 

材

料 

胴 板 － SM400C 

底 板 － SM400C 

個      数 個 3 

 

h. 炭酸ソーダ溶解槽 

名    称 炭酸ソーダ溶解槽 

種       類 － 角形 

容       量 m3/個 1.3 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

内     寸 mm 1188 × 1188 

側 板 厚 さ mm 6 

底 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 1200 

材

料 

側      板 － SS400・内面ゴムライニング 

底      板  － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 3 
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i. 炭酸ソーダ貯槽 

名    称 炭酸ソーダ貯槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 33 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 3100 

胴 板 厚 さ mm 9 

底 板 厚 さ mm 22 

高     さ mm 5022 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

底      板  － SUS316L 

個      数 個 2 

 

j. 反応／凝集槽 

名    称 反応／凝集槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 11 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2300 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 4400 

材

料 

胴 板 － SS400・内面ゴムライニング 

鏡     板 － SS400・内面ゴムライニング 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 
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k. 沈殿槽 

名    称 沈殿槽 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 12 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 2300 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 4400 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡     板 － SUS316L 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 

 

l. 上澄み水タンク 

名    称 上澄み水タンク 

種       類 － たて置円筒形 

容       量 m3/個 2 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 60 

主

要

寸

法 

胴  内  径 mm 1200 

胴 板 厚 さ mm 6 

鏡 板 厚 さ mm 6 

高     さ mm 3800 

材

料 

胴 板 － SUS316L 

鏡     板 － SUS316L 

個      数 個 １個／系列（２系列に設置） 

 



 

Ⅱ-2-16-2-13 

(2) ポンプ 

ａ．供給ポンプ１（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 10.5 m3/h 

 

ｂ．供給ポンプ２（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｃ．循環ポンプ（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 313 m3/h 

 

ｄ．ブースタポンプ１（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.0 m3/h 

 

ｅ．ブースタポンプ２（完成品） 

台  数 1台（1系列あたり） 

容  量 11.5 m3/h 

 

ｆ．移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 35 m3/h 

 

 ｇ．増設多核種除去設備用移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 50 m3/h 

 

h．炭酸ソーダ溶解槽移送ポンプ（完成品） 

台  数 3台 

容  量 1.8 m3/h 

 

ｉ．炭酸ソーダ貯槽 1供給ポンプ（完成品） 

台  数 3台 

容  量 0.2 m3/h  
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ｊ．炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ（完成品） 

台  数 2台 

容  量 20 m3/h 

 

k. スラリー循環ポンプ 

台  数       1台／系列（２系列に設置） 

容  量       13 m3/h  

 

  l. 上澄み水ポンプ 

台  数       １台／系列（２系列に設置） 

容  量       12 m3/h 

 

(3) その他機器 

ａ．クロスフローフィルタ 

台  数 6台（1系列あたり） 

 

ｂ．出口フィルタ 

台  数 1台（1系列あたり） 
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(4) 配管 

主要配管仕様（１／８） 

名 称 仕 様 

ＲＯ後濃縮塩水系受タンク移送流路分岐
部から処理水受入タンク入口まで 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

処理水受入タンク出口から 
共沈タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

共沈タンク出口から 
供給タンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 
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主要配管仕様（２／８） 

名 称 仕 様 

供給タンク出口から 
クロスフローフィルタ循環ラインまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
静水頭 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
150A/Sch.40 
200A/Sch.40 
250A/Sch.40 
300A/Sch.40 
300A相当/3mm 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ出口から 
吸着塔入口バッファタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

吸着塔入口バッファタンク出口から 
多核種吸着塔５下流 塩酸供給点まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 
 
 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
1.37MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
静水頭 
1.37MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（３／８） 

名 称 仕 様 

多核種吸着塔５下流 塩酸供給点から 
移送タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

32A/Sch.40 
50A/Sch.40 
50A/Sch.80 
80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
1.37MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
1.37MPa 
60℃ 

移送タンク出口から 
サンプルタンク入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
65A/Sch.40 
80A/Sch.40 
100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（４／８） 

名 称 仕 様 

サンプルタンク出口から 
多核種処理水貯槽，RO 濃縮水貯槽また
は Sr処理水貯槽まで※2 

（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
80A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A/Sch.20S 
SUS316LTP 
0.98MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

200A相当 
100A相当 
ポリエチレン 
静水頭 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
合成ゴム 
0.98MPa 
40℃ 

増設多核種除去設備用移送ポンプスキ
ッドから 
増設多核種除去設備入口弁スキッドま
で 
（ポリエチレン管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

100A相当 
ポリエチレン 
0.98MPa 
40℃ 
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主要配管仕様（５／８） 

名 称 仕 様 

移送ポンプ出口分岐部から 
炭酸ソーダ溶解槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
20A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

20A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ溶解槽から 
炭酸ソーダ貯槽まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
40A/Sch.80 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
 
最高使用温度 

40A相当 
PTFE 
静水頭 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（６／８） 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
共沈タンクまで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A/Sch.40 
65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

125A相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A相当 
PTFE 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A相当 
EPDM 
0.5MPa 
60℃ 
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主要配管仕様（７／８） 

名 称 仕 様 

炭酸ソーダ貯槽から 
多核種除去設備建屋入口まで 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

80A/Sch.40 
65A/Sch.40 
50A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

65A相当 
PTFE 
静水頭 
60℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

75A相当 
ポリエチレン 
0.5MPa 
60℃ 

処理水受入タンク移送流路分岐部から
反応／凝集槽入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 + ﾗｲﾆﾝｸﾞ 
0.98MPa 
60℃ 

反応／凝集槽出口から沈殿槽入口 
まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

沈殿槽出口から 
上澄み水タンク入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

150A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 
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主要配管仕様（８／８） 

名 称 仕 様 

上澄み水タンク出口から供給タンク移
送流路合流部まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A相当 
EPDM 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
32A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

沈殿槽出口から反応／凝集槽まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
SUS316L 
静水頭 
60℃ 

（鋼管） 呼び径／厚さ 
 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
40A/Sch.40 
32A/Sch.40 
25A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

クロスフローフィルタ循環ライン分岐
部から反応／凝集槽まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

40A/Sch.40 
25A/Sch.40 
15A/Sch.40 
SUS316L 
0.98MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A相当 
40A相当 
EPDM 
0.98MPa 
60℃ 

炭酸ソーダ貯槽移送流路分岐部から反
応／凝集槽入口まで※3 
（鋼管） 

呼び径／厚さ 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A/Sch.40 
SUS316L 
0.5MPa 
60℃ 

（耐圧ホース） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

25A相当 
EPDM 
0.5MPa 
60℃ 

※1：現場施工状況により，配管仕様（呼び径，厚さ，材質）の一部を使用しない場合がある。 

※2：K4エリアタンクへの配管の一部は，「Ⅱ 2.50 ALPS 処理水希釈放出設備及び関連施設」と兼用する。  

※3：２系列に設置 
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(5) 放射線監視装置 

放射線監視装置仕様 

項目 仕様 

名称 エリア放射線モニタ 

基数 2基 

種類 半導体検出器 

取付箇所 増設多核種除去設備設置エリア 

計測範囲 10-3 mSv/h ～ 101 mSv/h 

 

 

2.16.2.3 添付資料 

 添付資料－１： 全体概要図及び系統構成図 

 添付資料－２： 増設多核種除去設備基礎の構造強度に関する検討結果 

添付資料－３： 増設多核種除去設備の耐震性に関する説明書 

添付資料－４： 増設多核種除去設備の強度に関する説明書 
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増設多核種除去設備の耐震性に関する計算書 

 

 

１．耐震設計の基本方針 

申請設備に係る耐震設計は，次の基本方針に基づいて行う。 

 

（１）設備の重要度による耐震クラス別分類 

耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

 Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

2.16.2 増設多核種除

去設備 

 

 (1)容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)ポンプ 

  

 

 

 

処理水受入タンク１,２ 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

多核種吸着塔１～１８Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

移送タンク１,２ 

 

サンプルタンクＡ,Ｂ,Ｃ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

 

 

炭酸ソーダ貯槽１,２ 

 

供給ポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

 

 

 

 

 

処理水受入タンク１,２スキッド 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

多核種吸着塔Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

１～６ 

 

移送タンク１,２スキッド 

 

サンプルタンクエリア 

 

炭酸ソーダ製造スキッド 

１，２，３ 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

供給ポンプ１スキッド 

 

供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 

クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃ

スキッド 

 

 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 

間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

（つづき：ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)その他機器 

 

 (4)配管 

  

 

(5)スキッド 

 

ブースターポンプ１Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

ブースターポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

 

移送ポンプ１,２ 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプＡ,Ｂ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

移送ポンプ 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプ 

Ａ,Ｂ,Ｃ 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ 

１,２ 

 

出口フィルタＡ,Ｂ,Ｃ 

 

主配管 

 

 

増設多核種除去設備入口弁 

スキッド 

 

処理水受入タンク１,２スキッド 

 

供給ポンプ１スキッド 

 

共沈タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給タンクＡ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給ポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

供給ポンプ２弁Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

クロスフローフィルタＡ,Ｂ,Ｃス

キッド 

 

ブースターポンプ１Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

ブースターポンプ２Ａ,Ｂ,Ｃ 

スキッド 

 

出口移送スキッド 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプ用スキッド 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３ 

移送スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

 

出口フィルタスキッド 

 

増設多核種除去設備基礎， 

スキッド等 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 

間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

Ｂ 設 備 
検討用地

震動等 

（つづき：スキッド） 

 

吸着塔入口バッファタンク 

Ａ,Ｂ,Ｃスキッド 

 

ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃス

キッド 

 

多核種吸着塔Ａ,Ｂ,Ｃスキッド１

～６ 

 

ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃス

キッド 

 

出口フィルタスキッド 

 

移送タンク１，２スキッド 

 

出口移送スキッド 

 

増設多核種除去設備用移送 

ポンプスキッド 

 

炭酸ソーダ製造スキッド 

１,２,３ 

 

炭酸ソーダ溶解槽１,２,３移送 

スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 

炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

多核種移送設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

 

ＳＢ 

 

ＳＢ 

 

備考 
・増設多核種除去設備上屋は設備を支持しておらず，間接支持構造 

物及び相互影響を考慮すべき設備には該当しない。 
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耐震クラス別 

 

系統設備 

主要設備，補助設備 

及び直接支持構造物 間接支持構造物及び相互 

影響を考慮すべき設備 

 Ｂ＋ 設 備 
検討用地

震動等 

2.16.2 増設多核種除

去設備 

 

 (1)容器 

 

 

 

 

 

 (2)ポンプ 

 

 

 

 (4)配管 

 

 

(5)スキッド 

 

 

 

 

 

 

反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

 

沈殿槽Ａ，Ｃ 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

 

上澄み水ポンプＡ，Ｃ 
 

主配管 

 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッ

ド 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

 

 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

 

反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

 

上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

 

増設多核種除去設備基礎， 

スキッド等 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

増設多核種除去設備基礎 

 

 

 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

 

ＳＢ＋ 

 

 

ＳＢ＋ 

 

ＳＢ＋ 

 

備考 
・増設多核種除去設備上屋は設備を支持しておらず，間接支持構造 

物及び相互影響を考慮すべき設備には該当しない。 
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（２）構造計画 

ａ．機器 

主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(1) スカート支持

たて置円筒形

容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴をスカートで支持

し，スカートを取付ボ

ルトでスキッドに据え

付ける。 

 

上面に平板,下面に鏡

板を有するたて置円

筒形 

 

 

 

 

 

 

 

 

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形 

 

 
・ 処理水受入タンク１，２ 

・ 共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

・ 沈殿槽Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

 

・ 多核種吸着塔１～１８

Ａ，Ｂ，Ｃ 

 

胴板 

取付ボルト 

スカート 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-
2
-
添

3-
6 

 

 

主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(2) 平底たて置円

筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

底板を取付ボルトでス

キッドに据え付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ.自立 

  （非固定） 

 

下面に底板を有する

たて置円筒形 

 

 
・ 吸着塔入口バッファタ

ンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送タンク１，２ 

・ 炭酸ソーダ溶解槽１，

２，３ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１，２ 

 

 

 

 

 

 

・サンプルタンクＡ，Ｂ， 

 Ｃ 

 

胴板 

取付ボルト 

胴板 

自立 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(3) 三脚たて置円

筒形容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胴を３個の脚で支持

し ,脚を取付ボルトで

スキッドに据え付け

る。 

上面及び下面に鏡板

を有するたて置円筒

形 

 

 
・ 出口フィルタＡ，Ｂ，

Ｃ 

脚 

胴板 

取付ボルト 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(4) 横軸ポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベ

ースは取付ボルトによ

りスキッドに据え付け

る。 

うず巻形  

 
・ 供給ポンプ１Ａ，Ｂ，

Ｃ 

・ 供給ポンプ２Ａ，Ｂ，

Ｃ 

・ 循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

・ ブースターポンプ１

Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ ブースターポンプ２

Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送ポンプ１，２ 

・ 増設多核種除去設備用

移送ポンプＡ，Ｂ 

・ 炭酸ソーダ溶解槽１，

２，３移送ポンプ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１供給

ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 炭酸ソーダ貯槽２移送

ポンプ１，２ 

・ スラリー循環ポンプ

Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

 

 
 

取付ボルト ポンプベース 

ポンプ 

原動機 
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主 要 区 分 
計 画 の 概 要 

概 略 構 造 図 摘 要 
基 礎 ・ 支 持 構 造 主 体 構 造 

(5) スキッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキッド架構を基礎ボ

ルトで基礎に据え付け

る。 

垂直自立形  

 
・増設多核種除去設備入口弁スキッド 

・処理水受入タンク１，２スキッド 

・供給ポンプ１スキッド 

・共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

・吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキ

ッド 

・ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１～６ 

・ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

・出口フィルタスキッド 

・移送タンク１，２スキッド 

・出口移送スキッド 

・増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

・炭酸ソーダ製造スキッド１,２,３ 

・炭酸ソーダ溶解槽１,２,３移送スキッド 

・炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

・炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

・反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

・上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

・凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

基礎ボルト 

スキッド 
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ｂ．配管系 

ａ）配管（鋼管） 

配管はサポートにより建屋（建屋で支持されるスキッドを含む）等の構造物から支持さ

れる。サポートの位置を決定するにあたっては、原子力発電所の耐震設計に用いられてい

る定ピッチスパン法により適正なサポートスパンを確保する。 

 

（３）設計用地震力 

項目 
耐震 

クラス 

静的地震力 動的地震力 

水  平 鉛  直 水  平 鉛  直 

機

器

・

配

管

系 

Ｂ 1.8・Ｃｉ
＊1 ―― 1/2Sd225＊2 1/2Sd225＊3 

Ｂ＋ 1.8・Ｃｉ ―― 
1/2Ss450 

1/2Sd225 

1/2Ss450 

1/2Sd225 

注記 ＊1：Ｃｉ は，標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求められる値とする。 

＊2：水平方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊3：鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

 

ただし，2021年9月8日以前に認可された機器については，以下の通りとする。 

項目 
耐震 

クラス 

適用する地震動等 

設計用地震力 

水  平 鉛  直 

機

器

・

配

管

系 

Ｂ 
静的震度 

（1.8・Ｃｉ
＊1） 

―― 
設計用地震力は，静的地

震力とする。 

注記 ＊1：Ｃｉ は，標準せん断力係数を 0.2 とし，建物・構築物の振動特性，地盤

の種類等を考慮して求められる値とする。 

 

（４）荷重の組合せと許容限界 

荷重の組合せと許容限界は，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991追補版）
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（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月）（以

下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）及び発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005（2007年追補版含む））（日本機械学会 2005年9月，2007年9月）（以下

「設計・建設規格」という。）に準拠する。 

 

記号の説明 

Ｄ ：死荷重 

Ｐd ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍd ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

ＳB ：Ｂクラスの設備に適用される地震動より求まる地震力又はＢクラス設備に適用

される静的地震力 

ＳB+ ：Ｂ＋クラスの設備に適用される地震動より求まる地震力又はＢ＋クラス設備に

適用される静的地震力 

ＢＡＳ ：Ｂクラス設備（Ｂ＋クラス設備含む）の地震時許容応力状態 

Ｓy ：設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定される値 

Ｓu ：設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定される値 

Ｓ ：許容引張応力 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 又は表 6 に規定さ

れる値。 

ｆt ：許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格

SSB-3121.1 により規定される値。ボルト等に対して設計・建

設規格 SSB-3131 により規定される値。 

ｆs ：許容せん断応力 同   上 

ｆc ：許 容 圧 縮 応 力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 

SSB-3121.1 により規定される値。 

ｆb ：許 容 曲 げ 応 力 同   上 

τb ：取付ボルトに生じるせん断応力 

ＡＳＳ：オーステナイト系ステンレス鋼 

ＨＮＡ：高ニッケル合金 

 

また，「供用状態Ｃ」とは，「対象とする機器等が構造不連続部等においては大変形を

生じてもよい」と設計仕様書等で規定された圧力及び機械的荷重が負荷された条件下に

ある状態をいう。 
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ａ．容器 

 

ｂ．支持構造物（注 1，注 2） 

注 1： 耐圧部に溶接により直接取り付けられる支持構造物であって，耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

注 2： 鋼構造設計規準（日本建築学会 2005年改定）等の幅厚比の規定を満足する。

耐 震 

クラス 
荷 重 の 組 合 せ 

供用状態 

（許容応力状態） 

許 容 限 界 
適用範囲 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

Ｂ 

Ｂ＋ 

Ｄ＋Ｐd＋Ｍd＋ＳB 

ただし，ＳBについて

は適用する耐震評価

方針に応じてＳB+に

読み替える。 

Ｃ（ＢＡＳ） 

 

 

Ｓyと 0.6･Ｓuの小さい方。 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2･Ｓのう

ち大きい方とする。 

 

 

Ｓy 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついてはＳy と 1.2･Ｓのうち

大きい方とする。 

 

・ 処理水受入タンク１，２ 

・ 共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 多核種吸着塔１～１８Ａ，Ｂ，Ｃ 

・ 吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

・ 移送タンク１，２ 

・ 炭酸ソーダ貯槽１，２ 

・ 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

・ 沈殿槽Ａ，Ｃ 

・ 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

耐 震 

ク ラ ス 
荷重の組合せ 

供用状態 

(許容応力 

状態) 

許 容 限 界 （ボ ル ト 等 以 外） 許 容 限 界（ボ ル ト 等） 

適用範囲 一 次 応 力 一 次 応 力 

引 張 せん断 圧 縮 曲 げ 組合せ 引 張 せん断 組 合 せ 

 

 

Ｂ 

Ｂ＋ 

Ｄ＋Ｐd＋Ｍd＋ＳB 

ただし，ＳBについては

適用する耐震評価方針

に応じてＳB+に読み替

える。 

 

 

Ｃ 

（ＢＡＳ） 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆs 

 

 

 

 

1.5･ｆc 

 

 

 

 

1.5･ｆb 

 

 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆt 

 

 

 

 

1.5･ｆs 

 

 

 

 

Min{1.5･ｆt, 

(2.1･ｆt－1.6･τb)} 

・ 基礎ボルト 

・ 取付ボルト 

・ スカート 

・ 脚 
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２．耐震性評価 

本評価は，「付録 1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本

方針」，「付録 2 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」及び「付

録 3 横軸ポンプ及びスキッドの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づいて，以下

の耐震性の計算を行う。また評価方法が同付録に依らないものは以下に特記する。 

（１）処理水受入タンク１，２ 

（２）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（３）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（４）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（５）サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

（６）多核種吸着塔１～５Ａ，Ｂ，Ｃ 

（７）多核種吸着塔６～１４Ａ，Ｂ，Ｃ 

（８）多核種吸着塔１５～１８Ａ，Ｂ，Ｃ 

（９）移送タンク１，２ 

（10）供給ポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

（11）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

（12）循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

（13）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃ 

（14）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃ 

（15）移送ポンプ１，２ 

（16）増設多核種除去設備用移送ポンプＡ，Ｂ 

（17）出口フィルタＡ，Ｂ，Ｃ  

････････････「JPI-7R-71-96 石油学会規格 竪形容器用レグ」に準拠し評価する。 

（18）増設多核種除去設備入口弁スキッド 

（19）処理水受入タンク１，２スキッド 

（20）供給ポンプ１スキッド 

（21）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（22）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（23）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（24）供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（25）クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（26）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

（27）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

（28）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１ 

（29）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド２ 

（30）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド３ 

（31）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド４ 

（32）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド５ 

（33）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド６ 

（34）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
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（35）出口フィルタスキッド 

（36）移送タンク１，２スキッド 

（37）出口移送スキッド 

（38）増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

（39）主配管････････････････配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）により評価する。 

（40）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３ 

（41）炭酸ソーダ貯槽１，２ 

（42）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送ポンプ 

（43）炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

（44）炭酸ソーダ製造スキッド１，２，３ 

（45）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送スキッド 

（46）炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

（47）炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ１，２ 

（48）炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

(49) 反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

(50) 沈殿槽Ａ，Ｃ 

(51) 上澄み水タンクＡ，Ｃ 

(52) スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

(53) 上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

(54) 反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

(55) 上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

(56) 凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

(57) 主配管（固有振動数 20Hz以上） 

･･････配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）により評価する。 

 

  なお，機器（配管の一部を除く）の固有周期について確認した結果，固有振動数が 20Hz 以

上のため，以下では剛体として扱う。 

 

添付資料３では，設計 GL. 0m= T.P.36.2m(※)とする。 

(※) 震災後の地盤沈下量(-709mm)と O.P.から T.P.への換算値(-727mm)を用いて，下式に基づき換算している。 

＜換算式＞ T.P.=旧 O.P.-1,436mm
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（１）処理水受入タンク 

 ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

処理水受入タンク
１，２

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

胴板 SS400 組合せ σo= 9 Ｓa= 233

組合せ σs= 12 ｆt= 245

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 13 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.07 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ
比重

スカート SS400

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P.　37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

121 　≦
b

S

C

S

ff

 




設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２）共沈タンク 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃ Ｂ 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 静水頭 60 40 1.01 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 
 

胴板 ＳＳ４００ 組合せ σ０＝7 Ｓａ＝233 
 

組 合 せ σｓ＝12 ｔ ＝245 
 

  
スカート ＳＳ４００ 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.1（無次元）  

引 張 り σｂ＝6 ｔｓ＝176＊ 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 
接続ボルト ＳＳ４００ 

せ ん 断 τｂ＝6 ｓｂ＝135  

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ２ 
Ｄ３ 

Ｄ１ 

スカート開口部の形状を示す。 

ｔｓ 

胴板 

接続ボルト 

  Ｈ
 

ｓ
 

20
0 

t Ｄｉ 

ｍ０･g 

オーバフロー 

Ｄｓ 

スカート 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ｄ
ｊ
 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３）供給タンク 

  ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ Ｂ 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝０．３６ ― 静水頭 60 40 1.17 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 
 

胴 板 ＳＳ４００ 組 合 せ σ０＝7 Ｓａ＝233 
 

組 合 せ σｓ＝11 ｔ ＝245 
 

  
スカート ＳＳ４００ 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.1（無次元）  

引 張 り σｂ＝4 ｔｓ＝176＊ 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 
接続ボルト ＳＳ４００ 

せ ん 断 τｂ＝6 ｓｂ＝135  

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ２ 
Ｄ３ 

Ｄ１ 

スカート開口部の形状を示す。 

ｔｓ 

胴板 

接続ボルト 

  Ｈ
 

ｓ
 

20
0 

t Ｄｉ 

ｍ０･g 

オーバフロー 

Ｄｓ 

スカート 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ｄ
ｊ
 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

―――― ＋ ―――― ≦1 

 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４）吸着塔入口バッファタンク 

 
ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

吸着塔入口
バッファタンク
Ａ，Ｂ，Ｃ

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

組合せ σ０= 6 Ｓａ= 163

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 8 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

比重

胴板 SUS316L

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.03 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

 
1432 　≦

b

x

C

xx

ff

 




設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（５）サンプルタンク 

 

 地震による転倒モーメントと自重による安定モーメントを算出し，それらを比較することにより転倒評価を実施した。評価の結果，地震による転

倒モーメントは自重による安定モーメントより小さいことから，転倒しないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価結果 

 

 

 

 

機器名称 
評価部位 評価項目 水平地震動 算出値 許容値 単位 

 

サンプルタンクＡ，Ｂ，Ｃ 

 

本体 転倒 0.36 3.1×104 7.1×104 kN･m 

 

m[kg]

H

L

m ： 機器質量 

g ： 重力加速度 

H ： 据付面からの重心までの距離 

L ： 転倒支点から機器重心までの距離 

CH ： 水平方向設計震度 

 

地震による転倒モーメント：M1[N・m]=m×g×CH×H 

自重による安定モーメント：M2[N・m]=m×g×L 
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（６）多核種吸着塔１～５ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔１～５ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 組 合 せ σ０＝41 Ｓa＝163 

組 合 せ σｓ＝7 ｔ ＝205 

 
スカート SUS304 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.03（無次元） 

引 張 り σｂ＝2 ｔｓ＝131＊ 
基礎ボルト SUS316L 

せ ん 断 τｂ＝4 ｓｂ＝101 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（７）多核種吸着塔６～１４ 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔６～１４ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SM490A 組 合 せ σ０＝46 Ｓa＝313 

組 合 せ σｓ＝14 ｔ ＝325 

 
スカート SM490A 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.05（無次元） 

引 張 り σｂ＝3 ｔｓ＝161＊ 
基礎ボルト SS400 

せ ん 断 τｂ＝4 ｓｂ＝124 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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2
-
1
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2
-
添
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2
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（８）多核種吸着塔１５～１８ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

最高使用圧力 

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
比  重 

多核種吸着塔１５～１８ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 1.37 60 40 － 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SM490A 組 合 せ σ０＝59 Ｓa＝313 

組 合 せ σｓ＝8 ｔ ＝325 

 
スカート SM490A 圧縮と曲げ

の 組 合 せ 

（座屈の評価） 
0.03（無次元） 

引 張 り σｂ＝2 ｔｓ＝161＊ 
基礎ボルト SS400 

せ ん 断 τｂ＝7 ｓｂ＝124 

すべて許容応力以下である。 

 

 

Ｄ３ 

Ｄ１ Ｄ２ 

スカート開口部の形状を示す。 

スカート 

基礎ボルト 

胴板 

  
ｓ

 

Ｄ
ｊ
 

t Ｄi 

ｍ０･g 

Ｄｓ 

Ｄｂｉ 
Ｄｃ 
Ｄｂｏ 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出 

―――― ＋ ―――― ≦1 
ｂ ｃ 

η･σｓ２ η･σｓ１ 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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1
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2
-
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（９）移送タンク 

 ａ．条件

最高使用圧力 最高使用温度 周囲環境温度

(MPa) (℃) (℃)

移送タンク１，２ Ｂ ＣＨ＝ 0.36 静水頭 60 40 1.00

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

組合せ σ０= 8 Ｓａ= 233

引張り σｂ= - ｆｔｓ= 176* 注記 ＊：（3.2.3.2）式より算出

せん断 τｂ= 14 ｆｓｂ= 135

すべて許容応力以下である。

取付ボルト SS400

水平方向設計震度

算出応力

0.03 （無次元）

許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ
比重

胴板 SS400

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P.　37.7＊

圧縮と曲げ
の組合せ

（坐屈の評価）

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

 
1432 　≦

b

x

C

xx

ff

 




設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１０）供給ポンプ１ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給ポンプ１ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.18 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝2 f sb1＝118 

引張り σb2＝6 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝1 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１１）供給ポンプ２ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給ポンプ２ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝2 f sb1＝118 

引張り σb2＝7 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１２）循環ポンプ 

 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

循環ポンプＡ，Ｂ，Ｃ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.10 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝5 f sb1＝118 

引張り σb2＝4 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１３）ブースタポンプ１ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

ブースターポンプ１Ａ，

Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１４）ブースタポンプ２ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

ブースターポンプ２ 

Ａ，Ｂ，Ｃ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝2 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１５）移送ポンプ 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

移送ポンプ１，２ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.26 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り － f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝3 f sb1＝118 

引張り σb2＝7 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝1 f sb2＝118 

引張り σb4＝1 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（１６）増設多核種除去設備用移送ポンプ 

 

 

取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

２i １i 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ ２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 

ｈ
４

 

ｈ
２

 

ｈ
１

 

２２ １２ 

２１ １１ 

原動機取付ボルト 

ｈ
１
 

(1－Ｃｐ)･ｍｉ・g 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

１i ２i 

Ｂ～Ｂ矢視図 

Ｂ Ｂ 

取付ボルト 

ポンプ 
取付ボルト 

原動機取付ボルト 

ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

増設多核種除去設備

用移送ポンプＡ，Ｂ 
B 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― Ｃp＝0.18 40 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力 

引張り σb1＝1 f ts1＝153＊ 取付ボルト 

（ｉ＝１） 
SUS304 

せん断 τb1＝4 f sb1＝118 

引張り σb2＝11 f ts2＝153＊ ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝２） 
SUS304 

せん断 τb2＝2 f sb2＝118 

引張り σb4＝3 f ts4＝153＊ 原動機取付ボルト 

（ｉ＝４） 
SUS304 

せん断 τb4＝3 f sb4＝118 

すべて許容応力以下である。 

注記＊：（3.1.2）式より算出 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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-
1
6-

2
-
添

3-
3
1 

（１７）出口フィルタ 

 

 

 

 

 

 

ａ．条件 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価方法 

三脚たて置き円筒型容器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ Ａ 

ｃ．評価結果 

 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 算 出 応 力 許 容 応 力 

胴 板 SUS316L 一次一般膜 σ０＝37 163 

組合せ σｓ＝57 205 
脚 SUS304 

座屈 0.29（無次元） 1（無次元） 

引張り σｂ＝37 153 
基礎ボルト SUS304 

せん断 τｂ＝3 118 

すべて許容応力以下である。 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

出口フィルタＡ，Ｂ，Ｃ B 
増設多核種除去設備建屋 

O.P.37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
3
2 

（１８）増設多核種除去設備入口弁スキッド 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

増設多核種除去設
備入口弁スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 16 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
3
3 

（１９）処理水受入タンク１，２スキッド 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

処理水受入タンク
１，２スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= - 65　＊

せん断 τｂ１= 24 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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-
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-
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6-

2
-
添

3-
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（２０）供給ポンプ１スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ１
スキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 8 38　＊

すべて許容応力以下である。

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
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-
1
6-

2
-
添

3-
3
5 

（２１）共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

共沈タンクＡ，Ｂ，Ｃス

キッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 － － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝― 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
SS400 

せん断 τb1＝16 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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2
-
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3-
3
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（２２）供給タンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

供給タンクＡ，Ｂ，Ｃ 

スキッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 － － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝－ 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
SS400 

せん断 τb1＝16 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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2
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（２３）供給ポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 6 38　＊

すべて許容応力以下である。

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
3
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（２４）供給ポンプ２弁Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

供給ポンプ２弁
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 4 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
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1
6-

2
-
添

3-
3
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（２５）クロスフローフィルタＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 ａ．条件 

 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重 要 度 分 類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 

クロスフローフィルタ 

Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 
Ｂ 

増設多核種除去設備建屋 

O.P. 37.7＊ 
ＣＨ＝0.36 ― － 60 40 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

 

 

 

  

ｂ．評価結果 

（単位：MPa） 

部  材 材 料 応力 算出応力 許容応力  

引張り σb1＝－ 65 ＊ 基礎ボルト 

（ｉ＝１） 
ＳＳ４００ 

せん断 τb1＝31 70 ＊ 
注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

２１ 

 

１１ 

 

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（２６）吸着塔入口バッファタンクＡ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

吸着塔入口バッファタンク
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 13 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
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（２７）ブースターポンプ１Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ１
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 6 38　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
2 

（２８）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド１ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド１

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 21 70　＊

すべて許容応力以下である。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
3 

（２９）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド２ 

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド２

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 19 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
4 

（３０）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド３ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド３

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 17 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
5 

（３１）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド４ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド４

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 18 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
6 

（３２）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド５ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド５

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 22 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
4
7 

（３３）多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃスキッド６ 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

多核種吸着塔Ａ，Ｂ，Ｃ
スキッド６

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 65　＊

せん断 τｂ１= 22 70　＊

すべて許容応力以下である。

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400 注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

据付場所及び床面高さ
水平方向設計震度 鉛直方向設計震度

ポンプ振動
による震度(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊
－

算出応力 許容応力

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３４）ブースターポンプ２Ａ，Ｂ，Ｃスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３５）出口フィルタスキッド 

 

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

出口フィルタ
スキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 9 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計G.L.（m）

T.P.36.2
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（３６）移送タンク１，２スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

移送タンク
１，２スキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= - 65　＊

せん断 τｂ１= 25 70　＊

すべて許容応力以下である。

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

－

据付場所及び床面高さ

(m)設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３７）出口移送スキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

出口移送スキッド B ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 10 38　＊

すべて許容応力以下である。

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類 設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（３８）増設多核種除去設備用移送ポンプスキッド 

 
ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

増設多核種除去設備用
移送ポンプスキッド

B ＣＨ＝ 0.36 － 40 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 11 38　＊

すべて許容応力以下である。

―

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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配管標準支持間隔評価（定ピッチスパン法）

１．評価方法 ２．評価結果

B B B B B B B

有 無 無 無 無 有 無

応力基準による定ピッチスパンの設定方法（耐震Ｂクラス配管） 無 無 無 無 有 無 無

液体 液体 液体 気体 液体 液体 液体

（１）直管部スパン 静水頭～1.37 静水頭 静水頭～1.37 大気圧 0.98 静水頭～1.37 静水頭～1.37

～60 ～60 ～60 ～60 ～60 ～60 ～60

①一次応力評価 1.00～1.17 ～1.00 1.00～1.17 0.001 1.17 1.00 1.00～1.05

３スパン連続梁において発生する一次応力が許容値以下であることを確認する。 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 ステンレス鋼 炭素鋼 炭素鋼

口径 sch

10A 40 2570 2520 - - - - -

15A 40 3210 2940 3690 - - 3240 -

20A 40 3770 3420 - - - 3820 -

25A 40 4430 3960 4610 - - 4500 4700

32A 40 5070 4590 - - - 5170 -

40A 40 5420 4980 5460 - - 5540 -

50A 40 6060 5700 6030 6630 - - 6170

②自重応力の制限 65A 40 6930 6680 - - - - 6950

自重による応力は39MPaを超えないものとする。 80A 40 7470 - - - - - 7470

100A 40 8400 - 8170 9170 - - 8360

③１次固有周期の制限 125A 40 - - 8950 - - - 9000

支持スパンは建屋の一次固有周期より短周期側となるように設定する。 150A 40 - - 9640 - - - 9600

200A 40 - - 10890 - - - -

上記による直管部　最大支持間隔を、２．評価結果に示す。 250A 40 - - 11990 - 9600 - -

300A 40 - - 12970 - - - -

（２）集中質量部

集中質量部に発生する応力 及び 固有周期が、直管部における値を上回らないものとする。

（３）曲り部

曲り部の面外方向について、応力 及び 固有周期が直管部のそれを上回らない支持スパンとする。

曲り部の面内方向は、上記の縮小率を超えず、且つ（２）集中質量部の方法を準用し縮小率を決定するものとする。

（４）分岐部

分岐部に発生する応力 及び 固有周期が、直管部における値を上回らないものとする。

(mm)

最高使用温度 (℃)

比重(g/cm3)

材　質

直
管
部
 
最
大
支
持
間
隔

流体

内　圧 (MPa)

　配管系を定められたピッチで支持することにより、配管系の固有周期を設定し、地震応力
が過大とならないようにする。

配管設計条件

耐震クラス

保温

しゃへい

（３９）主配管 
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（４０）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３ 

 

a.条件

b.評価結果

原子力発電所耐震設計技術指針の評価方法に準拠して評価を実施した。評価の結果，基礎ボルトの強度が確保されることを確
認した。

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４１）炭酸ソーダ貯槽１，２ 

 a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４２）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送ポンプ 

 

a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 



 

 

 

 

Ⅱ
-
2
-
1
6-

2
-
添

3-
5
7 

（４３）炭酸ソーダ貯槽１供給ポンプＡ，Ｂ，Ｃ 

a.条件

b.評価結果

設計G.L.（m）

T.P.36.2
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（４４）炭酸ソーダ製造スキッド１，２，３ 

 

 ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４５）炭酸ソーダ溶解槽１，２，３移送スキッド 

 a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４６）炭酸ソーダ貯槽１供給スキッド 

 a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４７）炭酸ソーダ貯槽２移送ポンプ１，２ 

 a.条件

b.評価結果

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４８）炭酸ソーダ貯槽２移送スキッド 

 

 
a.条件

b.評価結果

ａ．条件

最高使用温度 周囲環境温度

(℃) (℃)

ブースターポンプ２
Ａ，Ｂ，Ｃスキッド

Ｂ ＣＨ＝ 0.36 － 60 40

注記 ＊：基準床レベルを示す。

ｂ．評価結果

(単位：MPa)

部材 材料 応力

引張り σｂ１= － 30　＊

せん断 τｂ１= 5 38　＊

すべて許容応力以下である。

ポンプ振動
による震度

基礎ボルト
（ｉ＝１）

SS400

水平方向設計震度

算出応力 許容応力

鉛直方向設計震度

注記 ＊：後打ちアンカー耐力による。

－

据付場所及び床面高さ

(m)

増設多核種除去設備建屋

O.P. 37.7＊

機器名称
耐震設計上の
重要度分類

設計 G.L.（m） 

T.P.36.2 
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（４９）反応／凝集槽Ａ，Ｃ 

 

（５０）沈殿槽Ａ，Ｃ 

 

（５１）上澄み水タンクＡ，Ｃ 

 

（５２）スラリー循環ポンプＡ，Ｃ 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

反応／凝集槽 

Ａ，Ｃ 

胴板 SS400 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

19 208 MPa 

スカート SS400 

組合せ 17 215 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.08 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 76 161 MPa 

せん断 37 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

沈殿槽 

Ａ，Ｃ 

胴板 SUS316L 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

21 160 MPa 

スカート SUS304 

組合せ 17 205 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.09 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 72 161 MPa 

せん断 39 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水タン

クＡ，Ｃ 

胴板 SUS316L 組合せ 
水平 

0.70 

 

鉛直 

0.40 

13 160 MPa 

スカート SUS304 

組合せ 20 205 MPa 

圧縮と曲げの組合せ 

（座屈の評価） 
0.10 1 - 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 48 161 MPa 

せん断 9 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

スラリー循環

ポンプＡ，Ｃ 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

3 161 MPa 

せん断 3 124 MPa 
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（５３）上澄み水ポンプＡ，Ｃ 

 

（５４）反応／凝集・沈殿槽Ａ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

（５５）上澄み水タンクＡ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

（５６）凝集沈殿ポンプＡ，Ｃスキッド 

注記 ＊後打ちアンカー耐力による 

 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水ポン

プＡ，Ｃ 

取付 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

3 161 MPa 

せん断 3 124 MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

反応／凝集・沈

殿槽Ａ，Ｃスキ

ッド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

51 60＊ MPa 

せん断 36 70＊ MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

上澄み水タン

クＡ，Ｃスキッ

ド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

45 60＊ MPa 

せん断 15 70＊ MPa 

機器名称 評価部位 材料 評価項目 震度 算出値 許容値 単位 

凝集沈殿ポン

プＡ，Ｃスキッ

ド 

基礎 

ボルト 
SS400 

引張り 
水平 

0.70 

鉛直 

0.40 

4 60＊ MPa 

せん断 14 70＊ MPa 
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（５７）主配管（固有振動数 20Hz以上） 

 １．評価方法 

増設多核種除去設備の主配管のうち追設するものは，建屋との共振による加速度増大の防

止を目的とし，はりモデルを使用して，配管系の固有振動数が 20Hz以上となるスパンを解

析で算出し，配管系をこの定ピッチスパンで支持するように設計する。 

 

 ２．評価結果 
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別紙－１ 

 

 増設多核種除去設備の各機器について，参考評価として，耐震 S クラス相当の水平震度に対

して，健全性が維持されることを確認した。評価結果を表１に示す。 

 

表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（１／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

処理水受入れタンク１，

２ 
取付ボルト 

引張 0.8 19 176 MPa 

せん断 0.8 29 135 MPa 

共沈タンク A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 32 176 MPa 

せん断 0.8 12 135 MPa 

供給タンク A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 27 176 MPa 

せん断 0.8 13 135 MPa 

吸着塔入口バッファ 

タンク A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 5 176 MPa 

せん断 0.8 16 135 MPa 

サンプルタンク 

A，B，C 
本体 転倒 0.8 6.7×104 7.1×104 kN・m 

多核種吸着塔１～５A，

B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 18 131 MPa 

せん断 0.8 8 101 MPa 

多核種吸着塔６～１４

A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 21 158 MPa 

せん断 0.8 9 121 MPa 

多核種吸着塔１５～ 

１８A，B，C 
取付ボルト 

引張 0.8 32 158 MPa 

せん断 0.8 16 121 MPa 

移送タンク１，２ 取付ボルト 
引張 0.8 6 176 MPa 

せん断 0.8 31 135 MPa 

供給ポンプ１A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 1 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 8 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（２／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

供給ポンプ２A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 9 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

循環ポンプ A，B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 9 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 8 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ブースターポンプ１A，

B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 15 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

ブースターポンプ２A，

B，C 

取付ボルト 
引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 15 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

移送ポンプ１，２ 

取付ボルト 
引張 0.8 2 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 10 153 MPa 

せん断 0.8 2 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 3 153 MPa 

せん断 0.8 4 118 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（３／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

増設多核種除去設備用

移送ポンプ A，B 

取付ボルト 
引張 0.8 4 153 MPa 

せん断 0.8 6 118 MPa 

ポンプ取付

ボルト 

引張 0.8 14 153 MPa 

せん断 0.8 3 118 MPa 

原動機取付

ボルト 

引張 0.8 5 153 MPa 

せん断 0.8 5 118 MPa 

出口フィルタ A，B，C 取付ボルト 
引張 0.8 92 153 MPa 

せん断 0.8 6 118 MPa 

増設多核種除去設備 

入口弁スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 36 38 MPa 

処理水受入タンク 

１，２スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 37 65 MPa 

せん断 0.8 52 70 MPa 

供給ポンプ１スキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 16 38 MPa 

共沈タンク A，B，C ス

キッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 44 65 MPa 

せん断 0.8 34 70 MPa 

供給タンク A，B，C ス

キッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 32 65 MPa 

せん断 0.8 36 70 MPa 

供給ポンプ２A，B，C

スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 12 38 MPa 

供給ポンプ２弁 

A，B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 9 38 MPa 

クロスフローフィルタ

A，B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 34 65 MPa 

せん断 0.8 68 70 MPa 

吸着塔入口バッファ 

タンク A，B，C 

スキッド 

基礎ボルト 

引張 0.8 5 65 MPa 

せん断 0.8 28 70 MPa 

ブースターポンプ１A，

B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 13 38 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド１ 
基礎ボルト 

引張 0.8 36 65 MPa 

せん断 0.8 45 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド２ 
基礎ボルト 

引張 0.8 31 65 MPa 

せん断 0.8 41 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド３ 
基礎ボルト 

引張 0.8 27 65 MPa 

せん断 0.8 37 70 MPa 
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表１ 増設多核種除去設備 各機器に対する耐震評価結果（４／４） 

機器名称 評価部位 評価項目 
水平 

震度 
算出値 許容値 単位 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド４ 
基礎ボルト 

引張 0.8 32 65 MPa 

せん断 0.8 39 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド５ 
基礎ボルト 

引張 0.8 20 65 MPa 

せん断 0.8 49 70 MPa 

多核種吸着塔 A，B，C

スキッド６ 
基礎ボルト 

引張 0.8 20 65 MPa 

せん断 0.8 49 70 MPa 

ブースターポンプ２A，

B，C スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 10 38 MPa 

出口フィルタスキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 18 38 MPa 

移送タンク１，２ 

スキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 65 MPa 

せん断 0.8 55 70 MPa 

出口移送スキッド 基礎ボルト 
引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 22 38 MPa 

増設多核種除去設備用

移送ポンプスキッド 
基礎ボルト 

引張 0.8 － 30 MPa 

せん断 0.8 25 38 MPa 

 

以上 
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別紙－２ 

 

耐震クラスの設定について 

 

増設多核種除去設備を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，2021年 9月 8

日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方を踏まえ，その安全機能の重要度，地

震によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響（公衆への被ばく影響）や廃炉活動

への影響等を考慮した上で，核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等におけ

る耐震クラス分類を参考にして適切な耐震設計上の区分を行うとともに，適切と考えられ

る設計用地震力に耐えられる設計とする。 

本資料では，上記の方針に基づく耐震クラスの設定について記載する。 

ただし，本資料に記載が無い，2021年 9月 8 日以前に認可された機器については，「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」を参考にして耐震クラスを分類している。 

 

１．Ｂ＋クラスに設定する設備 

（１）対象設備 

反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンク，スラリー循環ポンプ，上澄み水ポンプ，

反応／凝集・沈殿槽スキッド，上澄み水タンクスキッド，凝集沈殿ポンプスキッド及

びこれらに接続する主配管。 

（２）設定の理由 

ａ．破損シナリオ 

地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響を評価するため，増設多核

種除去設備の各機器が破損して内包する液体放射性物質が漏えいすることを想定

する。なお，破損を想定する各機器には，（１）対象設備に加えて，2021年 9月 8

日以前に認可された機器を含む。 

ｂ．影響評価 

敷地境界線量評価の対象としている機器に設置している遮蔽等（各タンクの厚さ

含む）が消失することを想定し，これにより放射線量が増大する影響を簡易的に評

価した結果，最寄りの敷地境界（評価点 No.70）の線量は年間 1.36mSv 程度になる

と評価した。 

なお，敷地境界線量評価の対象としている機器は，処理水受入タンク，共沈供給

タンクスキッド，クロスフローフィルタスキッド，吸着塔，ＨＩＣ（スラリー用及

び吸着材用），反応／凝集槽，沈殿槽，上澄み水タンクであり，これらの鉄遮蔽が

5cm消失することで線量が 10倍になると設定して評価した。 

また，各機器の破損により漏出した放射性物質を最寄りの敷地境界にいる公衆が

吸引することにより，0.22mSv程度の線量影響が有ると評価した（表１参照）。 

 

なお，1年の間に線源の除去もしくは遮蔽による線量低減は十分可能であること，

安全機能を失うような地震が発生したとしても，機器が全て破損することは無いと

想定されることから，評価シナリオは保守性を有している。 

ｃ．耐震クラス 
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破損シナリオによる公衆への被ばく影響は 1.58mSv程度であり 50μSv～5mSvの

範囲であること，増設多核種除去設備は供用期間が長期間であることから，耐震ク

ラスはＢ＋クラスと評価する。 

 

表１ 漏出した放射性物質を公衆が吸引した場合の線量簡易評価 

項目 記号 単位 値 備考 

放射性物質量 MAR Bq 4.10E+14 
実施計画記載の敷地境界線量

評価条件より設定。核種は

Sr-90 

MARのうち事故の影響を受ける割合 DR - 1 全機器が損傷するとして保守

側に設定 
雰囲気中に放出され浮遊する割合 ARF - 5.00E-05 出典

※１
より 

肺に吸入され得る微粒子の割合 RF - 1 知見となるデータが無いため

保守側に設定 

環境中へ漏れ出る割合 LPF - 1 機器・建物の損傷の程度を考

慮せず保守側に設定 
五因子法

※２
による放射性物質放出量 ST Bq 2.05E+10 MAR×DR×ARF×RF×LPF 

一般公衆の呼吸率 Ma m
3
/s 2.57E-04 出典

※３
より 2.22E+07cm

3
/日を

換算 
実効線量係数 H mSv/Bq 1.6E-04 出典

※４
より Sr-90 の値 

発電用原子炉施設の安全解析に関す

る気象指針による相対濃度 χ/Q s/m3 2.63E-04 大気安定度:Ｄ
※5
，風速 2.3m/s

※5
，敷地境界まで 440m 

公衆が漏出した放射性物質を吸引す

ることによる内部被ばく線量 Di mSv 2.22E-01 ST×(χ/Q)×Ma×H 
※１：U.S. Department of Energy, AIRBORNE RELEASE FRACTIONS/RATES AND RESPIRABLE FRACTIONS 

FOR NONREACTOR NUCLEAR FACILITIES, Volume I - Analysis of Experimental Data, 

DOE-HDBK-3010-94 December 1994 
※２：五因子法とは、核燃料サイクル施設の事故解析ハンドブック（NUREG/CR-6410）に記載さ

れた簡易的に放射性物質の放出量を評価する手法である。 
※３：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標に対する評価指針 
※４：ICRP Publication 72:Age-dependent Doses to Members of the Public from Intake of 

Radionuclides;Part 5 Complitation of Ingestion and Inhalation Dose Coefficients,1996 

※５：2020年 4 月～2021 年 3月の気象データから設定 

 

（３）Ｂ＋クラスの設計震度 

2021年 9月 8日の原子力規制委員会で示された耐震設計の考え方では，Ｂクラスに

対する静的地震力の評価と，動的地震力の評価として 1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ）

の評価を求めており，Ｂ＋クラスではＢクラスの評価に加えて，動的地震力の評価とし

て 1/2Ss450機能維持の評価を求めている。 

ａ．静的地震力の評価 

機器に対する静的地震力の評価は，水平 0.3Gに 1.2を乗じて水平震度は 0.36と

して評価を行う。この評価は，後述するｃ．に包絡されることから，ａ．の評価を
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省略する。 

ｂ．1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ） 

1/2Sd225における機器に対する評価では，後述するｃ．に記載する値（水平震度

0.70,鉛直震度 0.40）に 1/2を乗じて求め，水平震度は 0.35，鉛直震度は 0.20と

して評価を行う。 

ｃ．1/2Ss450機能維持 

増設多核種除去設備では 1/2Ss450に対する，基礎（GL-0.1m）での最大応答加速

度は水平（２方向）にて 556cm/s2および 549cm/s2 ，鉛直にて 321cm/s2である。

また水平２方向の各時刻の応答加速度を重ね合わせたところ，最大応答加速度は

570cm/s2である。 

このため，機器に対する評価では最大応答加速度に 1.2を乗じて重力加速度で除

した値を評価に用いる震度とし，水平震度 0.70，鉛直震度 0.40 にて評価を行う。 

 

以上 
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付録1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

付録１ 



Ⅱ-2-16-2-添 3-付録 1-2 

1. 一般事項 

本基本方針は，スカート支持たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋

クラス）の耐震性についての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和62年8月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向および鉛直方向に作用するものとする。 

(3) 容器はスカートで支持され，スカートは下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の

基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計

する。 

(4) 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

(5) 容器頂部に水平方向変位を拘束する構造物を設ける場合は，その部分をピン支持とする。 

(6) スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損の

影響を考慮する。 
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 1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm
2
 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

 ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

 ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

 ƒｔ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm
4 

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図2－4に示す距離） 

mm 

ｒ 容器の重心から上端支持部までの長さ mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ1 スカートの上端部に作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ2 スカートの下端部に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 重心に作用する任意の水平力 N 

Ｑ′ Ｑにより上端の支持部に作用する反力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

δ 荷重Ｑによる容器の上端での変位量 mm 

δ′ 荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 mm 

δ0 荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 mm 

η 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ スカートの曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 地震により胴に生じる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建

設規格」という。）をいう。 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2項より図2－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固定上端

支持の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・・・3・ ( ・ 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

 3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋3 






 





ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋


   ···························  （2.1.1） 

ここで，スカートの開口部（図2－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカート

の断面性能は次のように求める。 

胴の断面性能は 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ
8

 Ｉ＝  3 
ｉ 

π
   ···························  (2.1.2) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
 ＝Ａ ｉｅ π    ······················  (2.1.3) 

スカートの断面性能は 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
4

1
 －・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8
 ＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

 2  3 π
 

 ······························  (2.1.4) 

 

 



s

r



s

(1＋ＣＶ)・ｍｏ・g 

ＣＨ・ｍｏ・g 

(1＋ＣＶ)・ｍｏ・g 

ＣＨ・ｍｏ・g 

下端固定の場合 下端固定上端支持の場合 



Ⅱ-2-16-2-添 3-付録 1-8 

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは， 

（図2－2及び図2－3参照） 










ｓｓ

ｊ
ｓｓ

ｊ

ｊ＝ ＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ －１

１

１

Σ    ·············  (2.1.5) 

ｓｓｓｓｅ ・ｔ)－Ｙ＋ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ }{π    ·············  (2.1.6) 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π    ······································  (2.1.7) 

 

 

 

 
Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

図2－2 スカート開口部の形状 

 

 

 

 

Ｙ 

ｔｓ 

Ｄｓ 

 

図2－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

 

 

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，図

2－4 に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとして求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

 

図 2－4の(1)の場合 

ｓｓ
ｒ

・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
＋)3・＋・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝

２

δ 


 

)}＋＋・(・＋6・・＋3・・{2・ ｒｓｓｒｓｓ
２３   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋


   ·····························  (2.1.8) 

図 2－4の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

３

δ


 

}＋)・＋＋3・(・)＋・{3・( ３２２
ｓｓｒｓｒ   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

Ｑ′・
＋

Ｇ・Ａ

)Ｑ′・(
＋

 +
   ·····················   (2.1.9) 

（2.1.8）式と（2.1.9）式を等しく置くことにより， 








6・Ｅ・Ｉ

)＋3・・(2・
Ｑ′＝Ｑ・

ｒ
２


 

ｓｓ

ｒｓｓｒｓｓ

・Ｉ6・Ｅ

)＋＋・(・＋6・・＋3・2・
＋

２３ 
 

＋
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
／

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
＋

３
ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ 





   

ｓｓ

ｓｓｒｓｒ

・Ｉ3・Ｅ

＋)・＋＋3・(・)＋3・( ３２２   





ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ

＋
＋


   ······················  (2.1.10) 

 

δ′ 

Ｑ′ 

r 

 

s 

(2) 

Ｑ 

Ｑ′ 

r 

s 

 
δ0 

(3) 

δ 

r 

 

s 

(1) 

Ｑ 
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したがって，図 2－4 の(3)に示す重心位置での変位量δ0は図 2－4 の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合せから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 





ｓｓ

ｓｓｓ

o ・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
＋

3・Ｅ・Ｉ
＝1000／

Ｑ
＝Ｋ

３２２３

Ｈ

δ























6・Ｅ・Ｉ

・＋３・2・
・

 Ｑ

Ｑ′
－

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
・

 Ｑ

Ｑ′
－1＋

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

２３ 



















ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋

２２３２ 
 

                         ·····································  (2.1.11) 

固有周期は（2.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 









ｓｓ

ｓ

・ＥＡ
＋

Ａ・Ｅ
／＝1000ＫＶ


   ···························  (2.1.12) 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ    ··································  (2.1.13) 

ｓｓｓｓ )－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛ ＝Ａ π    ······················  (2.1.14) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π    ········································  (2.1.15) 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用い，動的地震力を用いる場

合は，ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g
   ·······························  (2.2.1.1) 

ｔ

・Ｃρ′・
＝

2・

・Ｈ・Ｄ ｖｉ
φ２σ

g

  
 ·························  (2.2.1.2)

 

σｘ１＝0   ················································  (2.2.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ   ·····························  (2.2.1.4) 

σφ２＝0   ················································  (2.2.1.5) 

ｔ

ｔ)＋1(ＤＰ

4・

.2・・
＝

ｉｒ
ｘ１σ    ····························  (2.2.1.6) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力が，

下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔπ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

０

２

g
   ···························  (2.2.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
０

５
g

  
 ···························  (2.2.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
   ···························· (2.2.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
  

 ···························· (2.2.1.10) 
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(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受ける。

この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π

g
   ·····························  (2.2.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g
   ··································  (2.2.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄπ

 )＋・(
Ｑ

Ｑ′
－・・・ｍ4・Ｃ

＝
２

０Ｈ

４

ｉ

ｒ

ｘσ
|| g
  ················  (2.2.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄπ

)
Ｑ

Ｑ′
－・(1・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

０Ｈ

τ
g

   ·························  (2.2.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２   ·································  (2.2.1.15) 

 　4・τ ＋)－( ＋＋ ・ 
2

1
 ＝ 2  2 

０ ｘｔφｘｔφｔ σσσσ σ
 

  ··························  (2.2.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５   ·············  (2.2.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
５

2
４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋ ＋＋＝       ············  (2.2.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

σφ＝－σφ１－σφ２   ·······························  (2.2.1.19) 

 2  2 
０ τσσσσ σ 4・ ＋)－( ＋＋ ・ 

2

1
 ＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

  ························  (2.2.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６   ···········  (2.2.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 
2 

６
2

４３１ ｘｘｘｘｃｘ σσσσσ ＋ ＋＋－＝        ··········  (2.2.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞ

れに対して， 

）｝），組合せ圧縮応力（合せ引張応力（組Max＝ ｃｔ ０００ σσσ ｛  

  ·························  (2.2.1.23)
 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

 

2.2.2 スカートの応力 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・
＝

π
ｍ

σ
０

１
g

   ····················  (2.2.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・・
＝

π
ｍ

σ
Ｃ０

３
g    ····················  (2.2.2.2)

 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートには曲げモーメントが作用する。この曲げモーメン

トによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次式で求める。 

a. 下端固定の場合 









2

Ｙ
)－＋ｔＤ・( 

4
 ・)・ｔ＋ｔ(Ｄ

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

   ·········  (2.2.2.3) 

ｓｓｓ

Ｈ
ｓ

)－Ｙ｝・ｔ＋ｔ・(Ｄ｛

・・ｍＣ2・
＝

π
τ

０ g
   ······················  (2.2.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ························  (2.2.2.5) 
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b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は（2.2.2.3）式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ1又は 

Ｍｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

|)＋(・
Ｑ

Ｑ′
－|・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓ ０Ｈ１ g    ··················  (2.2.2.6) 

|)＋＋(・
Ｑ

Ｑ′
－＋|・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓｓ ０Ｈ２ g  

  ····························  (2.2.2.7) 

ｓｓｓ
ｓ

・ｔ－Ｙ｝)＋ｔＤ｛π・（

Ｑ

Ｑ′
－1・・・ｍ2・Ｃ

＝

０Ｈ

τ








g

   ···················  (2.2.2.8) 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｓｓｓｓｓ 3・τ ＋)＋＋( ＝ σσσσ    ·············  (2.2.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2  22
３

2
２１ ｓｓｓｓｓ 3・τ ＋)＋＋ ＝ σσ(σσ    ···········  (2.2.2.10) 
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2.2.3 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは，下端固定の場合，（2.2.2.5）式を，下端固定

上端支持の場合は（2.2.2.6）式又は（2.2.2.7）式を用いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重に

ついては，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。（図2－5参照） 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求め

る。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   ·······································  (2.2.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）   ································  (2.2.3.2) 
 

 

 ２ 

 

ｚ・Ｄｃ 

ｋ･Ｄｃ (1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ１ 

Ｆｔ 
α 

 １ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 

σｂ 

ｔ２ 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ 

 

 

図2－5 基礎の荷重説明図 

 

 



Ⅱ-2-16-2-添 3-付録 1-16 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπααπ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 ＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ｅ＝

2









 









ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋

2

  ··········  （2.2.3.3） 

















ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

 ＋cos ・ 
2

1
 ｚ＝

2

 

   ··························  （2.2.3.4） 

α
αααπ

1＋cos

}＋sin)・cos－2・{(
＝Ｃｔ    ···················  （2.2.3.5） 

α
ααα

1－cos

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ    ··························  （2.2.3.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・・ｍ )－(1－ＣＭ
＝Ｆ

０ｖ g
   ··············  （2.2.3.7） 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g   ·····················  （2.2.3.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・ｍ・
ｅ

ｚ
－

Ｄ・ｅ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ(Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｓ
ｔ

ｖ 
   ····  （2.2.3.9） 

g
g

・ｍ・) 
ｅ

ｚ
1－ (＋

Ｄｅ・

)・Ｄ)ｚ－ｅ(・・・ｍ(Ｃ＋Ｍ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

   
 

   ··························  （2.2.3.10） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（2.2.3.3）式及び（2.2.3.4）式においてαをπに近づけた場合の値 ｅ＝0.75及び

ｚ＝0.25を（2.2.3.7）式又は（2.2.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値によって引

張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ    ··································  （2.2.3.11） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ·······················  （2.2.3.12） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１    ·····································  （2.2.3.13） 

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ·······················  （2.2.3.14） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。こ

の場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍ
＝

０ＨＣ
τ

g
   ····································  （2.2.3.15） 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

Ｑ

Ｑ′
１－・・・ｍＣ

＝

０Ｈ

τ








g

   ·························  （2.2.3.16） 
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3. 評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1項で求めた固有周期から，水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 胴の応力評価 

2.2.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。 

 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合は，この大きい方の値とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

3.2.2 スカートの応力評価 

(1) 2.2.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

ƒｔ＝ ・1.5
1.5

Ｆ
  ············································  (3.2.2.1) 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

1≦
・

＋
）＋(・

ｂ

ｓ

ｃ

ｓｓ ２３１ σησση
 f f

   ·························  (3.2.2.2) 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

ƒｃ＝Ｆ   ·············································  (3.2.2.3) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ Ｆ＝  １φｃ

g

g
 f  














Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

ｓ

ｓｓ g
   ···················  (3.2.2.4) 
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800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｃ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ１ f    ·····························  (3.2.2.5) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－exp－1 0.901・－1 ・ 

ｘ

Ｅ
 (ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１  ····  (3.2.2.6) 

また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

ƒｂ＝Ｆ   ·············································  (3.2.2.7) 

 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1Ｆ・＝ ２φｂ

g

g
         f  














Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
      ·····················  (3.2.2.8) 

 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ
ｂ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝ ２ f    ·····························  (3.2.2.9) 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－exp－1 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２   ··  (3.2.2.10) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝1   ··············································  (3.2.2.11) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
   ···········  (3.2.2.12) 

 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5   ············································  (3.2.2.13) 
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3.2.3 基礎ボルトの応力評価 

2.2.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下で

あること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。 

ƒｔｓ＝1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ   ·····························  (3.2.3.1) 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ   ·············································  (3.2.3.2) 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

  

許容引張応力 ƒｔｏ 

 

許容せん断応力 ƒｓｂ 

 

計 算 式 

 

 

・1.5
2

Ｆ
 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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付録2 平底たて置円筒形容器の耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

 

 

 

 

付録２ 
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1. 一般事項 

本基本方針は，平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋クラス）

の耐震性についての計算方法を示す。 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１- 

1987 （日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和62年8月）に準拠する。 

1.2 計算条件 

(1) 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は容器に対して水平方向および鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れた固定端とする。ここで，基礎については剛となるように設計する。 

(4) 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

 

 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

 

   図1－1 概 要 図 

 

 

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 
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1.3 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2
 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2
 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4
 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図2－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

  座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－６） kg/mm
3
 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 胴の水平方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007年追補版含む。））（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・

建設規格」という。）をいう。 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，1.2項より図2－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 

 

図2－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ



 

 ······································ （2.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

 Ｉ＝ 3 
ｉ

π

 
···································· （2.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π

 
 ································ （2.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ·············································· （2.1.4） 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ



 

 ·················································· （2.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  
 ····································· （2.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ············································· （2.1.7） 
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2.2 応力の計算方法 

応力計算において，静的地震力を用いる場合は，絶対値和を用い，動的地震力を用いる

場合は，ＳＲＳＳ法を用いることができる。 

2.2.1 胴の応力 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g

 
 ··································· （2.2.1.1）

 

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ

g

 
 ····························· （2.2.1.2）

 

＝0１ｘσ   ··················································· （2.2.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地

震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

 

 ··································· （2.2.1.4）
 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g

 

 ··································· （2.2.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを

受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のよう

に求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

 
 ································ （2.2.1.6）

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π

０ g

 
 ····································· （2.2.1.7）

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝   ································· （2.2.1.8） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

 ··································· （2.2.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝  ············· （2.2.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝    ········ （2.2.1.11） 
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(b) 組合せ圧縮応力 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

２１ φφφ σσσ －＝－   ····························· （2.2.1.12） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

 ························· （2.2.1.13） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－   ········· （2.2.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ········· （2.2.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法そ

れぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

 ························· （2.2.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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2.2.2 基礎ボルトの応力 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図 2－2参照) 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

図2－2 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝

 

 ····························································· （2.2.2.1）

 

 

１ ２ 

ｔ２ 
ｔ１ 

α 

Ｆc Ｆt 

ｅ･Ｄｃ 

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ 

(1－ｋ)･Ｄc 

ｓ･σｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos－１α   ··································· （2.2.2.2） 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2









 









 
・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

 ·········· （2.2.2.3）

 

















ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 
 ·························· （2.2.2.4） 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ···················· （2.2.2.5） 

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ   ··························· （2.2.2.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

Ｄ・ｅ

・ｚ・Ｄ・・ｍ)(1－Ｃ－Ｍ
＝Ｆ

０ g 

 

 ·························· （2.2.2.7） 

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ   ·························· （2.2.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ   ···· （2.2.2.9） 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

                 ························ （2.2.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ ・＝ＣＭ ０ g   ·························· （2.2.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（2.2.2.3）式及び（2.2.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75及

びｚ＝0.25を（2.2.2.7）式又は（2.2.2.9）式に代入し，得られるＦｔの値によ

って引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 
 ·································· （2.2.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 
 ······················· （2.2.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１   ···································· （2.2.2.14） 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
 ······················ （2.2.2.15） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g

 
 ··································· （2.2.2.16） 
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3. 評価方法 

3.1 固有周期の評価 

2.1項で求めた固有周期から，水平方向及び鉛直方向の設計震度を求める。 

 

3.2 応力の評価 

3.2.1 胴の応力評価 

(1) 2.2.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。 

 

応力の種類 許 容 応 力 Ｓａ 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの0.6倍のいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては許容引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場

合は，この大きい方の値とする。 

 一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

１≦
・

＋
）＋・（

ｂ

ｘ

ｃ

ｘｘ ４３２ σησση
 f f

  ·························· （3.2.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆc f   ················································ （3.2.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 



































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
ｃ  １φ

gg

g
 f

               ······························ （3.2.1.3） 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｃ １ f   ·································· （3.2.1.4） 

ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

 ·························· （3.2.1.5） 
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また，ƒｂは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂ f   ················································ （3.2.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 



































Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
ｂ ２φ

gg

g
            f

 

 ·························· （3.2.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ

ｉ
ｂ ２ f   ·································· （3.2.1.8） 

ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 ·························· （3.2.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   ················································· （3.2.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g

g
  ··············· （3.2.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   ·············································· （3.2.1.12） 
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3.2.2 基礎ボルトの応力評価 

2.2.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒ ｔｓ以

下であること。 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂ以下であ

ること。 

ƒｔｓ＝1.4・ƒｔｏ－1.6・τb  ································· （3.2.2.1） 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ  ················································ （3.2.2.2） 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

  

許容引張応力 ƒｔｏ 

 

許容せん断応力 ƒｓｂ 

 

計 算 式 

 

 

・1.5
2

Ｆ
 

 

・1.5
31.5・

Ｆ
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付録 3 横軸ポンプ及びスキッドの耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針 

 

付録３ 
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1. 一般事項 

本基本方針は，横軸ポンプ（耐震設計上の重要度分類ＢクラスおよびＢ＋クラス）の耐震

性についての計算方法を示す。なお，本基本方針はスキッドにも適用する。（その場合は，

ポンプをスキッドと読み替える｡） 

1.1 適用基準 

本基本方針における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62年 8月）（以下「指針」という。）に準拠

する。 

1.2 計算条件 

(1) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力はポンプに対して水平方向および鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛とな

るように設計する。 

(4) 転倒方向は図 1－1概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方を記載する。 

 

 

       軸直角方向 

 

 

 

 

 

    軸方向 

 

 

 

図 1－1 概 要 図 

基  礎 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプベース 

原動機 
ポンプ 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

軸中心 

基  礎 
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1.3 記号の説明 

記 号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａｂi ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｍ 原動機振動による震度 － 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 － 

ｄi ボルトの呼び径 mm 

Ｆi 設計・建設規格 SSB-3131に定める値 MPa 

Ｆｂi ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂi せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏi 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓi 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｍ 原動機予想最大両振幅 μm 

Ｈｐ ポンプ予想最大両振幅 μm 

ｈi 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

１i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２i 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

Ｍｍ 原動機回転により作用するモーメント N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍi 運転時質量 kg 

Ｎｍ 原動機回転速度（同期回転速度） min-1 

Ｎｐ ポンプ回転速度 min-1 

ｎi ボルトの本数 － 

ｎｆi 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂi ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕi 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙi 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂi ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂi ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注 1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ  

ＮＣ１－2005（2007 年追補版含む。））（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）をいう。 

注 2：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，Ｑｂ

ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 
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ｉ＝1：ポンプ基礎ボルト（ポンプと原動機のベースが共通である場合を含

む。） 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機基礎ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に増速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝5：増速機基礎ボルト 

ｉ＝6：増速機取付ボルト 

注 3：ｈi及びｍiの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：ポンプ据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機据付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に増速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝5：増速機据付面 

ｉ＝6：増速機取付面 

注記＊：１ｉ≦２ｉ 
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2. 計算方法 

2.1 固有周期の計算方法 

横軸ポンプは構造的に 1個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状のほぼ

中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の

計算は省略する。 

2.2 応力の計算方法 

2.2.1 ボルトの応力 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用す

るモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計算モデル（軸直角方向転倒） 

  

２４ １４ 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

(1－ＣV－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

(１ｉ≦２ｉ) 

転  向  倒方 
ｈ

４
 

ｈ
２
 

ｈ
１
 

２２ １２ 

２１ １１ 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

２i １i 
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図 2－2 計算モデル（軸方向転倒） 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－1及び図 2－2で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト（i＝1）及び計算モデ

ル図 2－2の場合のボルト（i＝1～6）については，ポンプ回転によるモーメントは作用し

ない。 

引張力 

Ｆ
ｂｉ

＝
(Ｃ

Ｈ
+Ｃ

ｐ
) ∙ｍ

ｉ
∙ｇ ∙ｈ

ｉ
＋Ｍ

ｐ
－ (１－Ｃ

ｖ
－Ｃ

ｐ
) ∙ｍ

ｉ
∙ｇ ∙ｌ

１ｉ

ｎ
ｆｉ

∙ (ｌ
１ｉ

＋ｌ
２ｉ

)
 

  ·····························  (2.2.1) 

１iが負となる場合，(2.2.1)式中の（1－Ｃｖ－Ｃｐ）を（1－Ｃｖ＋Ｃｐ）に 

置き換える。 

増速機のボルト（i＝5 及び 6）の場合，（2.2.1）式中のＭｐは（Ｍｐ＋Ｍｍ）， 

Ｃｐは（Ｃｐ＋Ｃｍ）と置き換える。 

ここで，ポンプ回転により作用するモ－メントＭｐは次式で求める。 

（Ｍｍについても同様で，次式で求める。この場合，ＮｐはＮｍと置き換える。） 

Ｐ・・10
Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

ｐ
ｐ

π・
 







  ·····························  (2.2.2) 

（ N･mm/s1kW＝10 6 ） 

また，Ｃｐは振動による振幅及び回転速度を考慮して定める値で，次式で求める。 

（Ｃｍについても同様で，次式で求める。この場合，ＨｐはＨｍ，ＮｐはＮｍと置き

換える。） 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐｐ

ｐ
g










  ····························  (2.2.3) 

  

転倒支点 

ｈ
１
 

(1－ＣV－Ｃｐ )・ｍｉ・g 

 

(ＣＨ＋Ｃｐ)・ｍｉ・g 

  倒 方 転    向 

(１ｉ≦２ｉ) 

２４ １４ 

２２ １２ 

１１ ２１ 

ｈ
４
 

ｈ
２
 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける 
ボルト列 

１i ２i 
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引張応力 

ｂi

ｂi
ｂi

Ａ

Ｆ
＝σ   ··············································  (2.2.4) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは 

2 
iｂi ｄ・ 

4
＝Ａ
π  

 ···········································  (2.2.5)
 

ただし，Ｆbｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は

行わない。 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ iｐｂi Ｈ   ································  (2.2.6) 

増速機のボルト(i＝5 及び 6)の場合，（2.2.6）式中のＣｐは(Ｃｐ＋Ｃｍ)と置

き換える。 

せん断応力 

ｂii

ｂi
ｂi

Ａ・ｎ

Ｑ
＝τ   ··········································  (2.2.7) 

3. 評価方法 

3.1 応力の評価 

3.1.1 ボルトの応力評価 

2.2.1 項で求めたボルトの引張応力σｂiは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ

ること。 

せん断応力τｂi はせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂi 以下であるこ

と。 

ƒｔｓｉ＝1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂi  ································  (3.1.1) 

かつ， 

ƒｔｓｉ≦ƒｔｏi  ·················································  (3.1.2) 

ただし，ƒｔｏi及び ƒｓｂiは下表による。 

 

 許容引張応力 ƒｔｏi 許容せん断応力 ƒｓｂi 

計 算 式 ・1.5 
2

Ｆi
 ・1.5 

3 1.5・

Ｆi
 

 


